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○対応方策の指標 

指標 主食となる非常食の数量 

目標値（Ｒ８年） 19,075 食 

指標 飲料水 

目標値（Ｒ８年） 19,075ℓ 

○対応方策の指標 

指標 主食となる非常食の数量 

目標値（Ｒ８年） 34,335 食 

指標 飲料水 

目標値（Ｒ８年） 11,445ℓ 

19 

○対応方策の指標 

指標 防災士の人数 

目標値（Ｒ８年） 338 人 

○対応方策の指標 

指標 防災士の人数 

目標値（Ｒ８年） 350 人 
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19 

○対応方策の指標 

指標 消防団員の定足数 

目標値（Ｒ８年） 94.5％（995 人） 

○対応方策の指標 

指標 消防団員の定足数 

目標値（Ｒ８年） 92％（968 人） 

22 

○対応方策の具体的な施策 

・市道の修繕【市】 

・市道内環状南大通り線舗装修繕工事（R4～R6）総事業費

1.8 億円 

・市道加治屋矢板線舗装修繕工事（R5～R7）総事業費 1.8

億円 

・市道佐久山平山線舗装修繕工事（R5～R8）総事業費 2.0

億円 

・市道南金丸桧木沢線舗装修繕工事（R4～R5）総事業費 1.5

億円 

・バリアフリーの推進【市】 

○対応方策の指標 

指標 道路改良済延長（990.45km） 

現状値（Ｒ１年） 729.16 ㎞ 

○対応方策の具体的な施策 

・市道の修繕【市】 

                           

     

                           

   

                           

   

                           

   

・バリアフリーの推進【市】 

○対応方策の指標 

指標 道路改良済延長（992.64km） 

現状値（Ｒ１年） 730.70 ㎞ 

24 

○対応方策の具体的な施策 

須賀川地区（5.81 ㎢） 

○対応方策の指標 

指標 地籍調査進捗率 

現状値（Ｒ１年） 23.22％ 

目標値（Ｒ８年） 26.83％ 

○対応方策の具体的な施策 

須賀川地区（3.68 ㎢） 

○対応方策の指標 

指標 地籍調査進捗率 

現状値（Ｒ１年） 23.25％ 

目標値（Ｒ８年） 26.36％ 
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28 

○対応方策の具体的な施策 

・荒井町島地区圃場整備事業（61ha、H29～R6）【県・市】 

・練貫地区圃場整備事業（90ha、R4～R11）【県・市】 

・大田原南地区（倉骨）圃場整備事業（60ha、R4～R13）

【県・市】 

○対応方策の具体的な施策 

・荒井町島地区圃場整備事業（61ha、H29～R5）【県・市】 

・練貫地区圃場整備事業（90ha、R4～R10）【県・市】 

・大田原南地区（倉骨）圃場整備事業（60ha、R4～R10）

【県・市】 

29 

○対応方策の指標 

指標 多面的機能支払交付金事業及び中山間地域等直接

支払交付機事業の農用地カバー率 

現状値（Ｒ１年） 53.95％ 

○対応方策の具体的な施策 

・林道塩の草須佐木線の整備（H27～R3）【市】 

・大田原市森林整備計画の「基幹路網の整備計画」に掲載

されている林道の整備【市・県・森林組合】 

・森林・山村多面的機能発揮対策事業の推進【市・とちぎ

環境みどり推進機構】 

○対応方策の指標 

指標 多面的機能支払交付金事業及び中山間地域等直接

支払交付機事業の農用地カバー率 

現状値（Ｒ１年） 58.3 ％ 

○対応方策の具体的な施策 

・林道塩の草須佐木線の整備（H27～R3）【市】 

                          

                      

・森林・山村多面的機能発揮対策事業の推進【市・とち

ぎ環境みどり推進機構】 

31 

○対応方策の具体的な指標 

指標 よいちメール登録者数 

目標値（Ｒ８年） 15,000 人 

○対応方策の具体的な指標 

指標 よいちメール登録者数 

目標値（Ｒ８年） 10,000 人 

32 

○対応方策の指標【再掲】 

指標 道路改良済延長（990.45km）【再掲】 

現状値（Ｒ１年） 729.16 ㎞ 

○対応方策の指標【再掲】 

指標 道路改良済延長（992.64km）【再掲】 

現状値（Ｒ１年） 730.70 ㎞ 
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34 

○主に対応するリスクシナリオ：7-2、8-1 

災害発生に伴う事業所の倒壊建屋等からの有害物質の

拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止する

ため、関係機関と連携してまいります。       

                          

     

また、大規模災害発生時には、復旧・復興の妨げとなる

災害廃棄物が大量に発生することが想定されるため、それ

らを円滑に処理できるよう、大田原市災害廃棄物処理計画

を策定し、併せて相互応援協定の締結推進による体制整備

を行います。 

○対応方策の具体的な施策 

・環境保全協定の遵守【市】 

・大田原市災害廃棄物処理計画の策定【市】 

・災害時相互応援協定締結の推進【市】 

○主に対応するリスクシナリオ：7-2、8-1 

災害発生に伴う事業所の倒壊建屋等からの有害物質の

拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止する

ため、関係機関と連携し、定期的な事業所等への立ち入り

などを行い、排水水質及び有害物質の管理体制の強化を図

ります。 

また、大規模災害発生時には、復旧・復興の妨げとなる

災害廃棄物が大量に発生することが想定されるため、それ

らを円滑に処理できるよう、大田原市災害廃棄物処理計画

を策定し、併せて相互応援協定の締結推進による体制整備

を行います。 

○対応方策の具体的な施策 

・定期的な事業所等への立入検査の実施【県・市】 

・大田原市災害廃棄物処理計画の策定【市】 

・災害時相互応援協定締結の推進【市】 

35 ◆各分野へ再編した横断的視点（Ａ～Ｆ） ◆各分野へ再編した横断的視点      

53 

【業務継続体制の整備】 

・組織改編、業務内容や施設整備の変更があった場合に

は、大田原市地域防災計画及び大田原市業務継続計画（大

規模災害編、  ＩＣＴ編及び新型コロナウイルス感染症

対応編）の実効性を高めるため、所要の改訂を行う必要が

ある。 

【業務継続体制の整備】 

・組織改編、業務内容や施設整備の変更があった場合に

は、大田原市地域防災計画及び大田原市業務継続計画（大

規模災害編及びＩＣＴ編               

    ）の実効性を高めるため、所要の改訂を行う必

要がある。 
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63 

【有害物質等の大規模拡散・流出対策】 

・災害発生に伴う事業所の倒壊建屋等からの有害物質の

拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止す

るため、関係機関と連携していく           

                          

   必要がある。 

【有害物質等の大規模拡散・流出対策】 

・災害発生に伴う事業所の倒壊建屋等からの有害物質の

拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止す

るため、関係機関と連携し定期的な事業所等への立ち入

りなどを行い、排水水質及び有害物質の管理体制の強化

を図る必要がある。 

65 

【業務継続体制の整備】（再掲） 

・組織改編、業務内容や施設整備の変更があった場合に

は、大田原市地域防災計画及び大田原市業務継続計画（大

規模災害編、  ＩＣＴ編及び新型コロナウイルス感染症

対応編）の実効性を高めるため、所要の改訂を行う必要が

ある。 

【業務継続体制の整備】（再掲） 

・組織改編、業務内容や施設整備の変更があった場合に

は、大田原市地域防災計画及び大田原市業務継続計画（大

規模災害編及びＩＣＴ編                

   ）の実効性を高めるため、所要の改訂を行う必要が

ある。 

68 

ＫＰＩ 主食となる非常食の数量 

目標値（Ｒ８） 19,075 食 

ＫＰＩ 飲料水 

目標値（Ｒ８） 19,075ℓ 

ＫＰＩ 防災士の人数 

目標値（Ｒ８） 338 人 

ＫＰＩ 消防団員の定足数 

目標値（Ｒ８） 94.5％（995 人） 

ＫＰＩ 主食となる非常食の数量 

目標値（Ｒ８年） 34,335 食 

ＫＰＩ 飲料水 

目標値（Ｒ８年） 11,445ℓ 

ＫＰＩ 防災士の人数 

目標値（Ｒ８） 368 人 

ＫＰＩ 消防団員の定足数 

目標値（Ｒ８） 92％（968 人） 
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69 

Ｂ．住宅・都市・土地利用 

ＫＰＩ 道路改良済延長（990.45km） 

現状値（Ｒ１） 729.16 ㎞ 

 

ＫＰＩ 地籍調査進捗率 

現状値（Ｒ１） 23.22％ 

目標値（Ｒ８） 26.83％ 

Ｂ．住宅・都市・土地利用 

ＫＰＩ 道路改良済延長（992.64km） 

現状値（Ｒ１） 730.70 ㎞ 

 

ＫＰＩ 地籍調査進捗率 

現状値（Ｒ１） 23.25％ 

目標値（Ｒ８） 26.36％ 

70 

Ｄ．産業・農業林業・エネルギー 

ＫＰＩ 多面的機能支払交付金事業及び中山間地域等直

接支払交付金事業の農用地カバー率 

現状値（Ｒ１） 53.95％ 

Ｄ．産業・農業林業・エネルギー 

ＫＰＩ 多面的機能支払交付金事業及び中山間地域等直

接支払交付金事業の農用地カバー率 

現状値（Ｒ１） 58.3 ％ 

71 

Ｅ．情報通信・交通・物流 

ＫＰＩ よいちメール登録者数 

目標値（Ｒ８） 15,000 人 

 

ＫＰＩ 道路改良済延長（990.45km）【再掲】 

現状値（Ｒ１） 729.16 ㎞ 

Ｅ．情報通信・交通・物流 

ＫＰＩ よいちメール登録者数 

目標値（Ｒ８） 10,000 人 

 

ＫＰＩ 道路改良済延長（992.64km）【再掲】 

現状値（Ｒ１） 730.70 ㎞ 

奥付 
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